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経産省の原発回帰政策の効果も不透明
寿命規制廃止は藪蛇かも・・

• 「原発最大限活用」の前提となる経済性のデータも不透明で、電力不
足への貢献も不透明

• もともと「４０年寿命」設定は、脱原発政策を進める目的にかなうもので
あって、規制上の必要性からでたものではない。

• 「原子炉の寿命」を科学的に一律に決めることは難しい。米国の４０年寿命は
「許認可期限」であって、「寿命」を意味するわけではない。２０年ごとの延長は
（何回でも）可能。工学上の「設計寿命」はあくまでも目安。

• 寿命規制廃止は、原発を継続して使い続ける、という意思表示。

•経産省の「運転期間の在り方」（案）は、科学的根拠も薄弱で、利用推
進の面からも「新設・増設」との兼ね合いが不透明。安全規制の法改正
を利用政策から変更させようとするやり方も邪道。

•寿命規制を廃止したからと言って、即「規制緩和」や「リスク拡大」につ
ながるわけではない。新たな規制の中身が肝心。

• 規制委員会の提案は合理的と思われ、かえって規制は厳しくなる可能性もある。
• 原子炉圧力容器の脆性破壊の予測が重要課題だが、これは寿命規制のある
なしに関係なく議論すべき問題。

• 高経年化問題は個々の原子炉により状況が異なるので、一律に判断するのは
難しい。
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次世代革新炉の定義不透明：新設と研究開発
は区別すべき
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出所：資源エネルギー庁、「カーボンニュートラルやエネルギー安全保障の実現に向けた
革新炉開発の技術ロードマップ（骨子案） 」、２０２２年７月２９日。
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/kakushinro_wg/pdf/004_03_00.pdf



電力からの要請：国の支援が不可欠（自由化市場
では原発維持は難しい）

• 「原子力発電の持続的な活用にむけ、国においては、リプ
レースや新増設をエネルギー政策に反映するとともに、産
学官を挙げて革新軽水炉、小型炉、高温ガス炉、高速炉、
増殖炉など、次世代革新炉の研究開発を進め、あわせて
次世代の技術者を確保していく必要があります。」

• 「また、長期停止期間中を含む運転期間制度の見直しに加
え、新しい国策民営に向け、国による一貫した中長期的な
原子力政策の制度措置、これはフロントからバックまでの
事業環境整備についてございますが、この点について、ぜ
ひご検討ください。」

ー中部電力社長、勝野哲、GX実行会議、第２回議事録、
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai2/gijiyousi.pdf
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電力会社のトランジション・イメージ：
需要大幅増？結局原発依存度は低減？再エネ、CCSに期待
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出所：勝野哲、第２回GX実行会議提出資料、２０２２年８月２４日



福島事故の教訓から学んでいるか？

エネルギー基本計画（2021) の矛盾
• 政府及び原子力事業者は、いわゆる「安全神話」に陥り、十分な過酷事故へ
の対応ができず、このような悲惨な事態を防ぐことができなかったことへの深
い反省を一時たりとも放念してはならない。

• ２０５０年のエネルギー選択に際して、原子力については安全を最優先し、
再生可能エネルギーの拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減
する。

• 地球温暖化対策やベースロード電源による安定的な供給に貢献すること
が求められている

しかし・・

• 「5年が経過して、福島第一原発事故は徐々に風化してきはいないだろうか・・事
故の反省をすべて消し去ろうとしているように見える」黒川清、「規制の虜：グループシンク
が日本を滅ぼす」、講談社、2016年3月。

• 「しかし、残念なことに、日本はいまだに事故の教訓をしっかり汲み取ることをせ
ず、その教訓は事故現場の瓦礫同様、取り残されているように私には見えます」
黒川清、「考えよ、問いかけよ：『出る杭人材』が日本を変える」、毎日詩文出版、2022年10月
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長期エネルギー政策の重要な視点

•エネルギー計画からエネルギー戦略へ
• エネルギー市場の自由化に伴い、計画経済的エネルギー政策から脱却。市場メカ
ニズムを活用し、政府は公共利益の確保に努める。（予測はあたらない）

• 「プランB」、多様・多重な選択肢を用意すべき。

• 40~50年後のエネルギーミックスは「今」の意思決定に左右される。
•エネルギーインフラの寿命は40~50年（10~15年のエネルギー政策では
短期すぎる）

•未来世代への責任は現世代が負う

•今後20~30年はエネルギー革命の時代
•脱炭素にはカーボンプライシング（炭素価格）が必要
•過渡期のマネジメントが重要：既存のエネルギーの撤退戦略（原発、石
炭火力・・）と脱炭素時代の新たなインフラ整備（法制度や産業構造）が
重要

•再生可能エネルギーを主力とするための政策、制度の導入
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今後の進め方：脱原発依存度から原発ゼロへ

•福島事故の教訓を踏まえて、依存度低減の明確な政策が必要
• 「肩を壊したエース」に依存するのはリスクが高い
• 原発促進の法制度（交付金制度、研究開発支援など）の根本的見直しが必要。
• 「移行期」の政策（軟着陸を目指す）政策が必要

• 負の影響を受ける利害関係者への支援、コスト負担の仕組みなどの制度設計が必要

•信頼回復のため、客観的なデータ提供、検証を行う独立した第三者機関
が必要

• 信頼されるデータ、従来の利害関係にとらわれない検証制度・機関が必要－国
会の役割が期待される

•二項対立を避けた政策議論の場が必要
• 推進・反対にかかわらず必要な政策措置（主に「負の遺産」清算）に優先順位を
• 核のゴミ、廃炉措置、福島事故の後始末、プルトニウム処分・・・・
• 負の遺産の清算だけで、４０～５０年以上かかる。そのための専門機関が必要か。
• そのための技術力・人材を維持・確保する必要がある（新設・増設に必要な人材
とは異なる）
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